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都市圏におけるマス・トランスポーテイションの最適計画↑

青 山 隆*

1. はじめに

現在いろいろな意味で都市問題は多くの分野から注目を集めている.ζ のなかでORマンの参

加しうるのは計測可能領域である.そしてこの計測可能領域のなかでも，物的施設を利用する車

や財貨の流動に関する主に運輸，交通の分野において都市問題に係わっている.一方都市計画や

交通計画などのように物的施設の配置計画は今なお一般には直観的領域にあるものとされ，との

分野へのOR的アプローチは少なく，都市問題と ORの位置づけがようやく論じられはじめてい

る[1].このような現状にあるのは，都市施設の配置計画には政治的要素が強く働き， かつ都市

施設に利害関係を持っているのが不特定多数の人々であるためORマンにとって，いわゆるうま

みがないためであろう.それとまた都市施設が都市のアクティピティと密接な関係をもっており，

しかもその関係の計量的な表現と，施設整備の効果の可測が難しいという技術的な問題によるも

のであろう.

本稿は都市施設計画の一分野として，都市圏のマス・トランスポーテイションの配置計画を計

量的に表現したものである.都市のアクティピティの源泉である人口とマス・トランスポ{テイ

ションとの関係を分析し，都市開発戦略の手段として施設計画を論じる.

2. 都市人口理論

( 1 ) 形式人口学 [2]

人口の都市集中， あるいは都市人口に関する法則を最初K定式化しようと試みたのは F.

Aur・ebach であるとされている. F. Aurebach は都市の人口を大きいものから小さいものへと

順位をつけて並べた場合，都市人口の大きさと順位番号との積はほぼ一定となる ζ とを見出した.

すなわち順位を R， 順位 R 番目の都市の人口を SR， M を定数とすれば，式(1)が成立つとし

た.

(1) R.SR=M 

さらに G.K. Zipf は F. Aurebach の法則を“順位と大きさの法則 (rank size rule) "として
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拡張し，指数 n を添加して式 (2) の型に一般化した.

(2) Rn.SR=M 

これらの経験式lこえすして，その適合性はその後，世界各地域で認められたが，式の意義について

は疑問とされていに しかしJ.Q. Stewart は Zipf のこの法則が都市人口の大きさの分布に適

合するのみでなく，より広い適用範囲をもつことを示し，さらに物理学における熱力学的平衡状

態にある気体の分子間エネルギーの Boltzmann 分布がこの法則に一般的な類似性を示すことを

指摘し Zipf の法則の意義を競争状態にある要素聞の均衡を表わすものと説明した.

さらに人口の地域内分布に関する法則として Colin Clark の人口密度距離法則 (The Negative 

Exponential Density Distance Relationship) がある. Clark は地域内の人口密度の分布につ

いて，式 (3) がほとんどすべての都市について，時代の如何を問わず成立するとした.

(3 )ρd=poe-bd 

とこに ρd: 都市中心から距離 d の地点の人口密度.

Po: 都市中心経済地区に外挿された中心人口密度.

係数 b は都市lとより，時代により異なるが，都心に向って人口がいかに密集しているかの尺度で

あり，一般に近代化が進むにつれて b の値が小さくなる傾向があると指摘しにしかし， Clark 

は式 (3) についていかなる理論的根拠をも示すことなしただ経験的法則を提示したにすぎなかっ

た. また Bellmann は Zipf の rank size rule の拡張した法則として Clark の人口密度分布

の法則をとらえている.すなわち rank size rule は都市人口の大きさと順位を対象とし， Clark 

の人口密度法則は都市内の小地域 (zone) の人口密度の大きさと都市中心からの距離を対象とし

ており， ゾーンを距離により rank されたものと考えれば，その適用範囲が都市集団と，都市内

ゾーンとの相違だけであり，これら 2 つの法則に類似性を見い出すととができる.

( 2 ) 都市の拡大過程

とれまでの人口の地域分布に関する法則が地域をかなり単純化してとりあつかっているのと同

様化，との論文でも単純化された都市を対象とする.すなわち都市は特色のない平野 (Feature

less Plain) [3] K位置し，都市内のゾーンは自然地形的にも，歴史的発展過程においてもすべて

均質と見倣されるとする.都市の範囲は行政的，地形的な境界の内部でなく，それらを越えて日

常の都市活動のための可動性 (mobility) により緊密に一体化された地域を対象とする.乙の定

義iと基づ〈地域全体を都市圏 (Metropolitan Area) と呼ぶことにする. さらに都市圏の内部は

任意の尺度(たとえば都心までの距離とか時間)により階層化され，それぞれの階層に属するゾ

ーンの面積を等しくしておく. ゾ{ンの面積を等しく与えた都市モデル lとより， ゾーンの広 ðの

相違による影響を除去することができる.たとえば人口分布パターンと人口密度パターンとが一

致し，以下の議論陀便利なととが多い. ゾーンの面積が異なる都市モデル lと対する補正は後に述

めξ る.

さて都市閤の発達を抽象的に過程を追って考えてみよう.まず都市に充分な中枢機能をもっ中
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図-1 都市人口の成長過程

心部がまだ発達していない段階においては，都市中心部からの隔たりとしサ概念自体存在しない.

この段階では特色のない平野において，各ゾーンの立地条件には何ら差が見られず，図-ICA) の

ように人口はすべての地域で一様である. しかしやがて小規模ながら都心部が発生し，都市圏の

中枢的な働きをするようになってくると，乙の都心部からの隔たりによりゾーン相互の聞に立地

条件の差が生じてくる.そして都市中心部からの距離に対して人口は図-l( B) のように分布して

くる.乙の段階以後，都市圏の人口増加につれてパターンは (B) から( C)へと変化し，裾が広が
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り，全ゾーンにわたり人口が増加する.都市圏が小さく，交通機関の発達が進んでいない段階で

は (B) ， (C) のパターンの距離の尺度は空間距離により表わされる.そして都市圏が拡大し，交

通機関が発達し，鉄道網，道路網が整備されてくると，人口や市街地はそれら主要な交通施設に

沿って伸展し，いわゆるスプロール化が生じてくる. E.W. Burgess の同心円地帯理論 [4]

(Theory of Concentric Circular Zone) や Clark の人口密度距離法則はいずれも都心からの

隔りとして空間距離を用いた理論である. しかし交通機関が十分に発達した現在，空間距離より

も，マス・トランスポーテイションを利用した場合の時間距離の方が人口分布を決定する影響が

強い.事実 Clark の経験式 (3) と同型の式で，ただ d としてマス・トランスポーテイションに

よる時間距離を用いた場合，東京西部において十分な適合性を示す ζ とが確かめられている [5].

こうしてパターンが (B) から (C)へ至る過程で，交通網の発達が隔たりの内容を変えていく.

さらに都市固に人口が集中して都市聞が拡大してくると，それにつれて都心業務地域も広がっ

ていく [6]. この段階あたりから，人口は都心地域で減少を見せはじめ，図-1 (D)のように，都

心外辺で頂点をもついわゆるドーナツ現象がおきる.このパターンは日本では首都圏や近畿圏な

どの大都市地域でみられる.このパターンの出現はもはやこれまでのように都市圏内の地域のラ

ンクづけに時間距離のみを用いては不十分で、あることを意味している.すなわち住宅立地条件と

して時間距離以外のゾーンの要因を考慮しなければ図-1 の発展過程を体系的に説明できない ζ

とがわかる.特色のない平野にあるゾーンの時間距離以外の要因はそのゾ{ンの地価の大きさで

ある.つぎにこの 2 つの要因を考慮して，都市圏の発達過程を数理的l乙体系化することを試みる.

( 3 ) 人口都市化の理論1)

都市圏の人ロ分布理論にとって，都市圏の総人口 N は外生変数である.都市圏の総人口は，

その都市圏が他の都市圏に対して相対的に持っている経済的，社会的条件，あるいはまた政治的，

文化的条件によって規定されるポテンシャルに対して従属関係をもっ値であり，都市閤のマス・

トランスポーテイションにとって，制御し得る変数ではないからである.マス・トランスポーテ

イションによる応答変数は，その総人口 N のゾーンへの分布人口 [n，] である.より厳密に言え

ば， ゾーン i の人口 n， K対し，式 (4) で定義される人口構成比 Pi が応答変数である.

1:: ni=N であるから当然式 (5) が成立つ.

(4)か=n;fN， (i=1, 2,…… , m) 

(5) 1:: Pi=1. 

ここでゾーンはすべて特色のない平野に位置し，各ゾーンの面積は等しいとする.乙のとき，そ

れぞれのゾーンの立地条件に対する情報がまったくないと仮定したときに生じる人口構成比 Pot

は， ゾーンの数の逆数に等しい.すなわち

1) 天野，青山，藤田，“都市人口分布形態lζ関する情報理論的研究土木学会論文集第142号(昭和42年
6 月)， 31-38 lC一部を発表.
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(6) pOi=l/m, (i=l , 2, …… , m). 

m 
(7) :. EρOi二 1

それゆえ情報を得ない状態で， それぞれのゾーンに的人， n2 人，…… nm 人づっ住む確率

すなわち統計力学でいう徴視状態の生起確率 U は式 (8) で表わされる.

( 8) 
'" n包

U= J/ (ρOi)ni= J/ (l/m)ni=m-N 

この徴視状態は N 人をそれぞれ nj 人，的人，

その数 V は式 (9) である [7].

n m 人に分割する組み合せの数r~けあり，

(9 ) 
m 

V=N!j(nj! .n2!……nm !) =N!j Jl ni! 

それゆえ任意の 1 つの人口分布パターン [nd が生起する確率，すなわち巨視的状態の同時確率，

W は U と V の積で多項分布となり，式 (10) で、表わせる.

(10) 
m 

W=U.V=m-N ・ (N!j II ni!) 

情報を得る以前においては，人口 [ni] は式(10) を最大にするように分布する. ここで u は

式 (8) より [ni] に対して一定であり，結局 V を最大にする [ni] が実現する. そこで V の

[ntl rc.対する変化を調べるために，式 (9) の対数をとると，

m 
(11) log V=log N!-E log ni! 

さらに一般に niy1 ， Ny1 であるから，スターリングの近似式(12) ， (13) を用い，

(12) log N! 与NlogN-N

(13) log ni! 圭守的 logni-ni

式 (4) を代入して，式 (11) を変形すると，
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は統計力学や情報理論で使われるエントロビーの型であり .N が外生変数で一定と見倣されるの

で， V はエントロビー H が最大のとき最大値をとる.

エントロピ-H は制限条件式として式 (5) を与えると ， Pi=l/m (i=l ， 2， …… ， m) のとき，

最大となる.これは図-l(A) のパターンに該当する. このパターンは近接性の概念自体が存在し

ないので，特色のない平野において， ゾーンの立地条件に関する情報を得ていないことと同義で

あり，一様分布がェ γ トロビーを最大にすることにより説明できる.

しかし図 1 (B) 以降のように都心業務地区が生じ，都市圏の中枢的機能を果すようになると住
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宅立地条件がゾーンによって異なってくるのでエントロピー最大過程l乙立地条件の差を内生化し

なくてはならない.次に立地条件について考察する.

R.M. Haig は都市の土地価格の理論 [8] の中で，個人あるいは企業の立地条件として，近接

性以外に交通費と地代とを加えて， 摩擦費用 (Cost of Friction) の最小化の原理を唱えた.

Haig による摩擦費用とは結局，空間の摩擦 (Friction of Space) と地代である. 同様の理論を

Schä但e， A.E.F. は“生活阻害条件の最小限化の法則" [9] と呼んでおり，生活阻害条件を構成

する要因として， 土地の自然的，社会的条件の悪さ，交通の不便さ，地形の狭さなどを上げてい

る.いずれもそれぞれのゾーンに立地のために抵抗となる摩擦費用を考慮し，都市闇内に立地し

ょうとする個人あるいは企業が，摩擦費用を最小にする選択行動をすると主張している. ζ の選

iN行動はエントロピ{最大過程に対立して，摩擦費用最小を目的とする組織化過程である. Ma. 

ruyama は社会現象と熱力学の第二法則を結合した論文 [10] の中で，いかなるシステムも de-

viation correcting と deviation amplifying の 2 つの過程を含んでいることを指摘したが， こ

れに従えばエントロピー最大過程が deviation amplifying process であり， 摩擦費用最小化過

程が deviation correcting process であるといえよう.

さて摩擦費用を構成する要因に関する議論は後で行なうとして，広義に摩擦費用をとらえて，

2 つの過程について考えていく. ゾーン i の摩擦費用を Vi とすると人口 l 人あたりの摩擦費用

の期待値は式 (16) である.

η m 

(16) 三i-'I: niVi = I: ρiVi 
lV ， ~1 .=1 

都市聞の人口分布動態は ζれまで述べてきたように，式 (15) を最大にする傾向と，式 (16) を

最小にする傾向の 2 つを含んでおり， これら 2 つの過程の均衡点は式 (17) を最大にする点とし

て求められる.

m 

(17) F=(- I: あ logþi)/( I: ρ出)
Def i=1 i=1 

関数 F は情報理論において， 1 因子情報路における単位特性値あたりの伝達情報量を表わして

おり， F を式 (5) の制限条件式下で最大にする人口構成比 [ρ;] を求める方法はよく知られてい

る [11]. まずラグランジェ関数 G を式 (18) で定義する.

m 
(18) G=H/v十守・ 0':ρs一1)

ζ こに守:ラグランジェ乗数

m 

(19) V=  I: Þぬ

関数 G をあで偏微分して O とおくと，

� (ðH/~ρi) .v-H. (ðv/ðム)
一一一 =0= 一一一一一一一..2 一一一一 +布。ρ

(20) 
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-1ーlogPiー (HJv) ・ Vi+ r; 'V=O

両辺にあをかけて， i について 1 から m まで加えると

-1-1ogあ-HJv十 1=0

(21) ムム=exp{一 (Hjv) .v� 

また

m 

(沼)δGiaFEh-1=0

式 (20) を式 (22) に代入すると，

m 
(23) :E exp{一 (HJv) .v;} =0 

こ ζ で exp( -HJv) ニ♂とおくと
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式 (24) を数値解析的に解き，正の実根を Xo とすると

(25) あ =XOVi (O<xo<l , i=1 , 2, …… , m) 

となり，都市圏内部のゾーンの人口構成比はそれぞれのゾーンの摩擦費用に対して指数分布する.

こうしてこれまでの経験法則を検討すると， Clark の人口密度距離法則は摩擦費用として都市

中心部からの空間距離のみを考慮したモデ、ルであり，その理論的根拠は単位距離あたりのエント

ロピ{を最大にする立地選択行動の結果として説明づけられる. さらにマス・トランスポーテイ

ションによる都心までの時間距離に対して人口密度が指数分布している現象は単位時間距離あた

りのエントロピーを最大にする立地選択行動の結果である.現在大都市では鉄道や道路沿線の市

街化の進行と共にそれら主要交通施設に挟まれた領域が住宅地域として発達してきている. これ

は自家用車の普及やパス路線網の整備により，それらの空閑地の摩擦費用が空間の摩擦(時間距

離)の点で減少してきたためと考えられる.

このモデルの適合性を検討するためには，面積の等しいゾーニングがなされた都市圏の人口と

時間距離の資料が必要である.一般に人口資料は国勢調査などにより集められるが， ゾーンの面

積は等しくない場合が普通である.面積の異なるゾーンで構成される都市聞に対しては次のよう

に補正する.まずゾーンの面積が等しいと仮定して式 (24) で計算した実根 Xo を式 (25) に代

入し， ρi(i+' 1, 2,…… , m) を計算する.これに対し実際にはゾ{ン i が面積 Si (i=1 ， 2， …… ， m)

であれば， この都市聞においてゾーン i の人口構成比 qi(i=1 ， 2， …… ， m) は，面積めを重み

として，式 (26) で与えられる.

(26) m
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m 
この人口構成比 qi は当然 Eqz=1 を満足している. この都市閣において， ゾーン i の人口密
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度 Pi ，ま，全人口 N を外生変数として式 (27) で予測できる.

(27) Pi=nt/s/= (Nq州=均jElptSt(i=I， 2，・ m)

この式 (27) を首都圏の郊外 (10 km-60 km) に応用してみたのが図-2 である.この計算では

摩擦費用としてマス・トランスポーテイションによる時間距離のみをとった.この範囲の時間距
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~7 図-2 人口密度の観測値と予測値
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離は約 30 分-160分の範囲にあり，この地域を 5 分間隔のゾ{ンに階層化し，それぞれのゾーン

の平均人口密度を計算した.これに対し，予測値は，式 (24) より，

X35+♂40十X45+ ・・・・・・十 x155 =1

を解き，その正の実根を式 (25) に代入して，人口構成比あを求め， これを式 (27) に代入し

て，それぞれのゾーンの人口密度を計算した.式 (27) における Si (i=1 ， 2 ， ……， 25) および N

は実績値を用いにこの結果をみると，マクロな郊外地域に対しては，摩擦費用として時間距離

だけを考えてもかなりの適合性があるといえる. もちろんミクロなゾーンの人口を予測しようと

すればする程，摩擦費用としてより多くの要因を取り上げねばならない.つぎに ζの摩擦費用の

内部構成を調べる. Haig の理論や Schäffle の理論にあるように，摩擦費用は空間の摩擦と位置

の摩擦に分けられる.空間の摩擦はさらに，時間距離と交通費用と身体的疲労に分けられる.し

かし乙れらはいずれも一定の運賃基準，サービス水準の輸送体系内においては固有の従属関係を

もち，いずれか 1 つの要因により空間の摩擦を表わしてよい.また位置の摩擦は，その地点の住

宅地としての立地条件の不利さを表わし， 先述の Sch邑ffle の上げているいくつかの要因がある

が，地代の高さが住むための最大の抵抗となる. これら 2 つの条件，時間距離と地代を摩擦要因

として取上げると， ゾーンこ敷地 s の住宅を建てる場合の摩擦費用的は式 (28) で表わせ

る.

(28) 的 =f.fi+S'Ci=s' (: . ti+ Ci) 

ここにんは時間距離(分)， Ci は地価(円1m2)， f は時間コスト(円/分)， S は敷地面積 (m2) で

あり ， Vi の単位は円である.

さて地価の形成機構は複雑で， Alonso [12] や Isard [13] 伝どの理論があるが，具体的に地

価を予測するには，今なお問題が残っている.一般的に言えるのは，単一都心部をもっ都市圏に

おける地価は時間距離に対し，単調に減少する傾向があるということである.たとえば，東京都

区市町村の平均地価[14] は東京駅までの通勤時聞に対し，図-3 のように分布している.この図

では片対数紙上でほぼ直線で近似される.その関数形は式 (29) である.

(29) Ci = 101. 5565. exp ( -O. 02983733. ti) 

(R.=-0.9031917) 

より小さなゾーン(たとえば了別)の地価推定には，最寄駅までの距離，消費娯楽地区への距

離，主要交通路からの距離，景観などを考慮する必要がある.

時間距離と地価の 2 つの要因の和としての摩擦費用はゾーンによって異なり，その最小となる

ゾーンに最も多くの人が住むことは式 (25) より明らかである . v 1:最小にするゾーンは ()vlati=o

より式 (30) を満足する.

f ()Ci 

S atる
(30) 
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すなわち I!s< -iJC/iJti の地域で iJVdiJti は負となり ， Ils>- iJCjiJtî の地域で iJVdiJti I主主と

なる.それゆえ時間距離ん に対し) Vî~あは図-4 のように分布する.時間コスト f は所得の伸

びと共lこ大きくなるが，現在の日本では，所得の増加による時間コストの伸びよりも，地価の憾

とりの方が先行しており，また都心近傍では，地締は事業所立地として付け値されまえ (30) を識

足する位置は，年々郊外に移動し，人口ド{ナツ化が生じている.

こうして図4 のすべてのパタ{ンの推移は，摩擦費用として式 (28) を用いることにより，

単位摩擦費用あたりの旦ントロピ最大化過程として体系的に説明づけられる.たとえば地儲そ

C円』・ exp(-0.02983733 tì), I/S=1276 (円13.3 m2J分) (~、ずれも東京都昭和40年度実績)とし

た場合，中心地誌に外持された地鑓えの変化に基づく人口機成比[あ}のパターンの変化は鑓-5
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向"L、 1I .1111JWI'離，

図 -4 摩擦費用と人口の分布

に見られる.

ζ うしてゾーン i の将来人口院は全人口 N を外生変数とし，マス・トランスポ{ティション

による時間距離んを制御変数とし， Ci および f/s を経済的に推定した後，式 (28) でゾーン t

の摩擦費用を求め，式 (24) の高次方程式を解き，式 (25) より ρz を，式 (26) より qi を求め，

ni=N.qi によって推定できる.またマクロな予測のためには， 摩擦費用として時間距離のみを

mいればよい.

5. 通勤交通の構造

(1) 通勤発生交通量の推定

都市圏の総人口がマス・トランスポーテイション計画にとって外生変数であるとしたのと同じ

理由により，都市圏の総就業人口x..もまた外生変数である. さらに昼間就業人口 x. j も外生

変数であると考えられる.つまり都心業務地域が主に経済的集積の便益によって発生し，それに

応じて交通網の整備が行われているのであり，その逆ではない. tこだ一部の産業，たとえばサー

ビ、ス業のなかには，交通整備が業務地としての立地条件を変える現象がみられる. しかしここで

は， ゾーン j (j=1, 2，……，])の昼間就業人口 x. j は，マス・トランスポーテイション計画に

とっては外生変数と見倣す.

さて， 昼間就業人口 x. j (j=1， 2，……，])と前章のエントロビー法により推定されたゾーン
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時間距厳(分)

|十5 人口構成比のパターン推移

i の夜間人口向 (i=1， 2， …… ， m) を情報として得ているとき， マス・トランスポーテイション

による通勤時間 tij (i=l , 2, …… , m, j=1， 2， ……，])を制御変数として， ゾーン i から発生す

る通勤交通量 Xi. (i=1 ， 2， …… ， m) を予測する構造方程式を求める。

まずゾーン i が，都市圏内の業務地域から吸引きれているアクセシピリティ Ai は，昼間就

業人口 X・ J と通勤時間んにより，式 (31)の関係をもっている 2)

I 
(31) Aioc L: X・ je-1ifij Ci=1, 2, …… , m) 

ここにごは通勤時聞に対する指数である。この指数 5 はグラビティ・タイプの OD 交通量 Xij

2) W.G. Hansen:Jはグラビティ・タイプのアクセシビリティとして Ai= L: (X・ ift ij) を用いている。試算

によると ç= 1.5 のとき最も相関が高く ， R=O.8876 であった。
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の時間指数で近似される υ すなわち

(i=1 , 2, ……m , j=1 , 2, ……,]) Xij=kXi. X. j e-t;tij (32) 

式 (32) を満足する 5 を単回帰により求めればよい。東京都区市町間交通量(昭和40年国勢調査)

R=0.86885 であった。より求めると ~=O. 0676, 

それぞれの居住地に対して競合Ai は，一方通勤発生交通量に影響を及ぼすアクセシビリティ

m 
的に決定されるべきであるから， I: Ai=l 相対的な値として定義すると，式の条件を用いて，

(i=1 , 2,…… , m) 

U
M

一
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1
一
丸

り

1
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唱
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一
一

A
 

となる.(33) 

(33) 

およびマスAi は業務地域の大きさとその分布，ζ のようにして定義されたアクセシピリティ

-トランスポーテイションのサービス体系による通勤時間の分布とによって規定された都市圏の

Ai をもこのアクセシビリティ場 (Universe) における就業機会の大きさを表わす指数である。

で予測ゾーン i から発生する通勤交通量 Xi • は式 (34)つゾーンの夜間人口が ni であれば，

される。

(i=1 , 2, …… , m) Xi• /ni = aOAial (34) 

。。は都市圏の総就業通勤発生率と呼ぶ。左辺は単位夜間人口あたりの通勤発生交通量であり，

人口x..により影響される定数であり ， al は通勤発生率に対するアクセシピリティの弾力性で

最小 2 乗法によると東京都区市町の発生率とアクセシビリティの関係は図-6 にみられ，ある。

一方通勤発生交通量の合計は総就業人口に等しいはず

となる。の条件を式 (34) に用いると，式 (35)

であった。al =0.1444627 (R=0.81367) 

m 
I: Xi . ニx..であるから，

一寸 「 γプ
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ni Aj
al 

(35) X i • = 示一一一一一 .x.

l: ni Ai
a

l 

乙うして， ゾ{ン i から発生する通勤交通量は，昼間就業人口，総就業人口を外生変数とし，伐

間人口を先決内生変数とし，通勤時間を制御変数として与えることにより予測できる.東京都民

市町の発生通勤交通量(昭和40年国勢調査)の実績値と，式 (35) による推定値の対比は図 71と

みられるようによく適合している.
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関ー7 通勤発生交通量の実績値と予測値
(昭40 東京都)

( 2 ) 分布交通量の推定

分布交通量 Xij を予測するための情報として，集中交通量x. j (j=1 , 2，…・・・ ，f)， 発生交通量

Xi. (i=1 , 2，…… ， m) および通勤時間 tij (i=1 ， 2， …・・ ， m， j=1 ， 2， ……，f)を得ている。 ζ の

とき，将来の分布交通量 Xij の予測は，現在の発生交通量 Xî. (i=1.2,…… , m). 集中交通量
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3・ j (j=1 ， 2 ， …・・・，])と将来予測値 X.i ， X. j とにより発生地別，集中地別の伸び率を手がかりに，

I 川

L: Xij=Xi. , L: Xij=x. j (i=1 ， 2 ， …・・・ ， m), (j=1, 2，'…・・，])を満足する収束値を求める方法が

とられる。現在用いられている収束計算方法κはデトロイト法，フレイター法などがある。いず

れの方法にも，マス・トランスポーテイションの整備に伴う通勤時間の短縮による効果は内含さ

れていない しかし将来発生交通量 Xi . を前節で用いた構造方程式で、予測しておけば，収束値Xij

には，交通網整備による誘発量が間接的に含まれることになる。デトロイト法，プレイター法の

両者には一長一短があり，それらの比較論 [15] も盛んであるが， 発生交通量の予測に交通網整

備による誘発量を考慮しておけば，両者のいずれを用いて収束計算を行なってもさほど優劣はな

いと考える。 これらの収束計算法は多くの交通関係文献 [16] に詳しいのでこ ζ では省略する。

( 3 ) 醍分交通量の推定

分布交通量 Xij が予測されると，つぎにこの交通量が ij 聞に存在するいくつかのルートをど

のように選択するかが問題となる。配分交通量を予測する方法には，転換率曲線 [17]，情報理論

の応用 [18]，および重回帰分析による方法 [19] などがあるヘ転換率曲線による方法はルートの

特性が 1 つで，かつ 2 本のルートをもっ OD についてのみ有効である。情報理論の応用は複数

個のルートへの配分は可能であるが，各特性l乙対する価値の大きさが先決的でなければならない。

ルートの選択行動は，それぞれのルートの特性の相対的比較と，各特性に対する通勤者の価値感

の相違lとより決定されており，各特性の価値の大きさを先決的に与えることは難かしい。乙れに

対し重回帰分析による方法に模型さえ適切であれば，複数個のルートに対し，複数個の特性を与

えて，配分交通量を予測する ζ とができると同時に，価値の大きさを知ることができる。重回帰

分析による方法を明らかにするために，まず配分率 Qlj を式 (36) で定義する。

(36) Q;j= (X, }IXij) X 100(%) 

ζ 乙に Xi~ は Xij のうちルート I を利用する交通量

(37) -宮 Q;J=100 (i=l, 2，・・ , m; j=1 ， 2， ・・ ・ ，f)

こ ζl乙 rij はが聞のルートの本数，この配分率とルートの特性 zl~ (k= l, 2， ……， K) との問

の選択行動模型を線形と仮定し，式 (38) を得る。

(38) QL=戸。+ß1Zß+ß2Zl]+ …… + ßkzl~ 

ことに ZZ はが聞のルート l の特性 k の値

ん(k=O， 1 ， 2，……， K) は定数

配分率はそれぞれのルートの特性 zZ の，他のルート l乙対する相対的大きさによって競合的に決

3) ζ れら以外の方法は， tことえば次の論文κ詳しい。
P.A. M臘ke und W. Ruske,“ Stra8enverkehrstechnische U ntersuchungen f� den zweiten 

Ausbauplan" Stra8e und Autobahn, (6/1968) 201-211. 
Sakashita N “ A Microscopic Theory of Traffic Assignment" Papers and Proceedings of the 
Regional Science Association, (September, 1963) Vol. 1. 
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定されていると考えられる。それゆえ特性として坊の値でなく，その OD ，こ含まれる全ルー

トの特性 h の平均値との差 L1z~5 を変数として用いる。すなわち，

(39) L1z;~=Z;~-ZiJ or z;5-z;う

ζ 乙 l乙 L1zち=(24)/rdy
式 (39) で変換された変数を新Tこに特性として，式 (38) に用い，かつ式 (37) の条件式に代入

して，変形すると式 (40) となる。

(40) Qむ -100/rij= 1゚L1Zj}+ ß2 L1Z~~+ ……十戸KL1ZW

結果として，式 (40) は式 (38) の中心変換模型 [20] (centered model) となっており，切片

(interception) んは除去される。

さて通勤交通のノレート選択行動において考慮される特性のうち，計量化可能な次の 6 つの特性

をとりあげ，それらの特性の平均値との差が増加する程，配分率も増加するように式 (41)で変

換するわ

(41) 

L1zl} =zlJ-zg 徒歩時間(分)

L1z;j=z，]-ziJ パス・市街電車時間(分)

L1Z;~=Zi~-Zg 高速電車時間* (分)

L1zl~=z，， -z;， 乗換回数(回)

L1zl~ = Zi~ -z\j 一ヶ月定期運賃(円/月)

L1zl~=z;~-zS 座わっていられる時間(分). 

*高速電車時間の内には待ち時間，乗換時間も含む。

この式で定義された変数 L1zl~ (k = 1, 2，……， 6) はすべてその値が大きい程，そのルート l は U

聞のルートの中で有利となり次式を満足する。

ðQl;/ð L1\う=ムミo (k=1 , 2, ……, 6). 

昭和43年度11月に東京都で行なった標本調査 [21] により，式 (40) の重回帰分析を行い式 (42)

の結果を得Tこ。

(42) Q¥;-100/rij=1. 563976 L1zj}+1. 062936 L1zl}+1.172859 L1zl} 

+0.6920600 L1zIHO. 001137862 L1zIHO. 1292851 L1z:~ 

(M. R. =0.635934). 

ζ こで回帰係数について考察するために，式 (40) を微分すると，

(43) dQ;;= (ðQIμL1zg) . dL1zj}+ (ðQj川L1zm. d L1zß+ …… 

…… +(ðQI;/ð L1z;~) ・ dL1z;~

一定の配分率に対して dQlj=O， また ðQ;;/ð L1z;~= ß ， であるから，

(44) dQL=O=゚ l dL1Z゚ +゚ 2 d L1zlH ……+ ゚ K dL1z:~ . 

ある任意の 2 つの変数 L1z;うと .dz~;' についてのみ変化を認めるなら

(45) 0= ゚kdL1z;y+ ßk ,d L1zl j' 

© 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



64 

(46) k゚'/ ゚ k= (aQ;J/a f1z;~')/(aQI川f1zlう)=一 (df1z\~)/(df1zl~') 

すなわちん/んは配分~tçの限界効用の比，つまり限界代替率に等しく，変数 f1z15 の減少量(増

加l最)と変数 f1z;~' の増加量(減少量)との比が， ßk伊k f乙等しいとき，配分率は一定 lと保たれる

ことを意味している。いま k'=3 として高速電車時聞をとると，式 (46) より明らかに -df1z;J

=(ß3/ßt).df1z\; であるので， ß3/んの値は，高速電車時間差 f1zg の単位増加(減少)と等価な他

の変数の単位減少(増加)が求められ，各変数の価値の大きさを表わしている。式 (42) よりん/ßk

(k=1 ， 2， ……， 6) を求めると次のようになる。

徒歩時間 : 0.7499213 (分/分)

ノミス・市街電車時間

高速電車時間

乗換回数

運賃

: 1. 1034145 (分/分)

: 1. 0000 (分/分)

: 1. 694736 (回/分)

: 1030.7 (円/月/分)尋問(円/日・片道/分)

座わっていられる時間* : 9. 071880 (分/分)

*ここに座わっていられる時間は式 (41) rc見られるように他の変数と符号が逆になっており，

高速電車時間 1 分の増加(減少)と等価な増加(減少〉の値である。

この結果をみると，時聞に関する変数のうち最も重視されているのは徒歩時間であり，ついで高

速電車時間である。ただし ζ の高速電車時間の内には乗換えと待合せの時間も含まれている。座

わっていられる時間の価値の低いのは以外であるが， ζれは座りたいという潜在的欲求が小さい

のでなく，そんなことは言っておれない現状と見るべきであろう。一方運賃は高速電車時間 1 分

の増加と，片道運賃 18 円の減少量が等価となっており，運賃の価値は低い。 ζれは現在の日本

では，通勤費の大部分が会社負担であるため，通勤者は，ルート選択に運賃差を重視していない

ことを表わしている。将来もなおこの通勤費会社負担の原則が続くのであれば，マス・トランス

ポーテイションの通勤ルートの選択行動には，運賃差は考慮されていないと考えてよい。運賃差

を変数から除いた場合の回帰式は式 (47) となり，

(47) Qb-100/rij=1. 605052 f1z゚ + 1. 083980 f1zl] 

+ 1. 198851 f1zD+O. 7110229 f1zIHO. 1196091 f1zl~ 

(M. R. =0.6343536). 

主相関係数 M. R.はほとんど減少しない。 さらにたとえば超高速の通勤新幹線などが建設され

た場合，当然運賃は大幅に高くなる。そのとき，運賃の全額もしくは大部分を会社側が負担する

か否かにより，運賃差に対する通勤者のもつ価値が大きく変化すると予測される。このような高

速度，高サービスで、高運賃の新線への配分交通量の予測は，通勤運賃の負担者の動向を把握した

うえで、慎重に行われなくてはならない。

また配分率関数を線形と仮定した ζ とにより Q\J>100 or Q\J<O と推定値が計算されてしま

う場合もあり得るが，その場合には， Q\J>100 のとき QIJ=100， Q\J<O のとき QIJ=O として
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修正計算を行う。これはルートの特性に極端な差がある場合に生じるととで，圧倒的に有利なル

ートを 100% 利用するということは現実に起りうる

こうして各ルートの特性から配分率を推定した後，分布交通量 Xij の内， ルート l を利用す

る交通量 X;j は ， x,;=Xij Q;j Iとより予測できる。さらにこの配分交通量をチェック断面で集計

して新面交通量 Xc を式 (48) で求めることができる.

(48) XC=.2:: 2:: 2:: X.j 
iﾋc jﾋc [ﾋc 

乙の章で明らかにした構造方程式により，発生交通量，分布交通量，配分交通量および断面交

通量の四段階にわたって交通需要の予測を行う ζ とができる.

4. マス・トランスポーテイションの計画システムU

(1) 計画の目的と制約

現在の日本の大都市における鉄道計画，道路計画，通勤旅客ターミナノレ計画などのほとんどは

輸送力増強を第一の目的とする直接的，緊急的なものである。これは通勤交通において需要が圧

倒的に供給を越えて現状ではある程度やむを得ない。そして ζ の圧倒的な超過需要量をもっ市場

であるがゆえに，交通経営主体にマーケッティング・リサーチなどの必要性をほとんど感じさせ

なかったし，恐らく今後も感じさせないであろう。しかしとうして整備，拡張された交通施設が

将来にわたって都市閏人口のスプロール化や需要の偏在を招来する危険性が大いにあることを考

えると，超過需要に対して，交通施設を追随的l乙計画p 建設する ζ とは，通勤交通問題の根本的

解決を将来に残す ζ とに他ならない。そ ζ で部分的改良，増設であろうと，大規模交通プロジェ

グトであろうと，交通施設計画はすべてそれ自体が都市固に及ぼす影響を考慮し，都市圏開発の

ための先行投資の一環として，戦略的に計画されねばならない。前章までの理論lとより交通施設

整備の効果のー側面として人口と交通需要の変化を計量的に予測する ζ とができる。戦略的な計

画において制御変数は交通施設であるが，さらに目的関数，制限条件，を明確にしておかねばな

らない。

マス・トランスポーテイションの計画の目標は多様性をもっ。それらの内から計量的に把握で

きろものを抽出して L吋。まず通勤者が運賃として毎月支払う金額は都市圏全域で式 (49) であ

る。
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交通営利企業にとってはこの値を最大にするととが経営目標の 1 つである。しかし通勤者にとっ

4) Amano K. and Aoyama Y. “ A Theoretical Model of Rapid Transit System Planning within 

a Metropolitan Area" The Memoirs of the Faculty of Engineering, Kyoto University, Vol. 
XXX , Part 2 (April 1968) 117-131 に一部を発表.
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ては最小であることが望ましい。けれども現在の日本では先述のように通勤運賃の大部分が会社

側によって負担されており，通勤者にとって運賃最小は必ずしも第 A義的な理想とはならない。

それよりも通勤に消費しなくてはならない時間は， 勤労者にとって身体的疲労をもたらすのみで

なく，彼らの余暇時聞を減少させる去のコストである [22] 。 通勤者一人あ fこりの期待損失時聞は

式 (50)

(50) 

で表わされる。

1 .1. m 
~-- I: I: Xij Qむ (zg十zu+zm
./1... j=1 ;=1 

• Min. 

式 (50) の値を最小にする乙とが勤労者の側面から見た目的である。ま?こ通勤圏をできるだけ拡

大し，時間的に通勤可能な宅地をより広く確保することは，都市圏交通網の直接的効果である。

もちろん都市圏の無秩序な拡大は望ましくないが，輸送力の裏づけのある範囲内で通勤聞を広げ

ることは，住宅立地の選択可能性の増加としサ意味では望ましい。通勤時間 T(分)以内の土地

の広さは，通勤時間 t (分) の位置の住宅適地面積 S， に対しI: s，で計算できる。
tET 

この他交通

整備に伴なう地価の値上がりによって得られる開発利益を最大にすることや，通勤時に座わって

いることの出来る時聞を最大にすることも目的とされてよい。 さらに計画の見方を投資額最小と

することに置けば， これまでに述べてきた目的関数の値と投資額との比較により費用便益の概念

により最適解を探すことも考えられる。

一方投資額が一定の範囲内で最適解を探す場合には投資額は計画にとって最も強い制約条件と

なる。 さらに制約条件としては断面容量， ターミナル容量がある。

( 2 ) 計画の外生変数

当該都市閣が日本列島において占めている経済的，社会的あるいは政治的，文化的条件の相対

的位置に基づく立地条件はマス・トランスポーテイションの計画にとって外生的なものである。

そして ζ の都市圏立地の有利さに応じて，都市圏の総人口，総就業人口が与えられる。 これは好

むと好まぎるとに拘らず， 外圧として都市圏に流入し， そ ζ で増殖し， そこで働く人口の量で

あり，外生変数である。またここでは昼間就業人口の分布も外生変数としている。

一方，交通機関の速度はその時代の交通に関する諸技術の進歩の程度に基づき与えられる。ま

た土地が住宅地あるいは業務地として開発利用が可能か否かは， その土地の地形， 地質などの自

然条件l乙制約される。 ζれら技術革新と自然条件は当然外生変数である。

また運賃基準は交通サービスの価格であり，他の一般業種では当然計画変数であるが， マス.

トランスポーテイションの公共的性絡のゆえに計画レベルを越えた政策変数となっており， ここ

では外生変数として与える。

( 3 ) 計画の方法

マス・トヲンスポーテシイョンの計画はこれまで展開してきた構造方程式そ体系的に構築する

ことにより明らかとなり， 岡-8のシステム・フローにまとめられるの このフローに従って必要な
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投資額とその範囲内でのマス・トランスポーテイションの最適配置を求めていく。こ ζ で配置と

は，交通網の配置，容量，駅とターミナルの位置を L寸。

まず交通投資額を現実的に可能な最も低L、金額lζ仮定する。その投資額の理論的根拠は存在し

ない。多くの現実の計画においても，投資額は他の多くの条件に制約されて決まってくる。しか

しそのことはその金額が計画目的に対し必ずしも必要かつ十分であることを意味しない。それは

計画プロセスのシミュレートの後K判明することである。

乙の投資額の範囲内で建設し得る交通網パターンの内 1 つのを取り出し，路線網，駅の位置，

ターミナル容量を決定する。このパターンと交通機関の速度により OD別ルート別の通勤時間と

チェック断面の交通容量とが求められる。さらに所定の運賃政策より運賃基準が与えられ， OD

別ルート別の運賃が求められる。それ以後のステップは先述の外生変数と前章までの構造方程式

lとよりフロー図に従って計算を進める。そして断面交通量が求められた段階で，交通容量とのチ

ェックを行う。容量と推定需要との均衡が保たれていない交通機関あるいは路線が生じ得る場合

にはその交通網パターンは放棄する。ついで同じ投資額内の別のパターンについて同様の計算を

繰返す。乙うしである投資額の範囲内で少くとも需要量と容量の均衡のとれるパターンのみが残

る。これらについて所定の目的関数を計算することによりその投資額の範囲内での最適パターン

が選択される。

つぎに， 目的関数の値が十分でないとき，あるいは需要量と容量との均衡のとれるパターンが

存在しないときには投資額を増加して再び同様のステッヅを繰返えす。こうして投資額と交通網

パターンとを 2 次元的に順次変えながら投資額別に最適パターンと最適目標値を求めて L 、く。

ζ うして最後に投資額と目標値との比較により，最小の費用で最大の効果を与えるパターンを政

策決定する。

注意すべき ζ とは，需要量と容量との均衡を与える最適解の存在は証明されていないことであ

る。とりわけ現実には運賃政策K強い制限が加わり，また投資額に上限がある以上過大な都市圏

人口に対しては交通計画的に解が存在しないととはありうる。逆に投資額を限定すれば，需要量

と容量に均衡を与える最大の人口と就業人口を推定することができる。乙の値はその都市圏が収

容しうる最大限の人口である。

ζ の方法の欠陥は ζ のフローを逆流して，最適解を決定論的に求めるととができないことであ

る。それは構造方程式の特異な型によるものである。計画はすべてこのフローに従って流れなく

てはならず，最適解は数多くの案をすべてシミュレートすることによってのみ得られるわ
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5. 結び

本稿は都市闘のマス・トランスポーテイションの計画をこれまでの感覚的，追随的な方法でな

く，客観的，先行的に行なうために，通勤交通にかかわる要素間の関係を計量化し，構造方程式

として表現したものである。これらの構造方程式の体系化が都市圏の交通体系を都市圏開発の手

段として位置づけることができると考える。 ζ の計画方法により，所与の地形，地質をもっ都市

圏に外圧として与えられる人口を吸収し，彼らに十分な活動を保障するために必要と 3れる投資

額が求められ，その額で建設すべき交通パターンが明らかにされる。

しかしこれらの構造方程式の多くは統計的に決定されたものであり，計量化の一部には実際の

現象からみて不十分な点もあり，今後，社会学，地理学，経済学など人文科学分野からの肉づけ

を必要としているが，本稿がそのような今後の研究のための 1 つの計量的指針を与えることがで

きれば卒甚である。最後にこの研究に対し終始 C指導を賜わった京都大学天野光三教授に深く謝

意、を表する。

なお ζ の計画方訟は運輸調査局内に設けられた委員会により日本国有鉄道の首都圏の超高速鉄

道網計画 [23] [24] と大阪市交通局により大阪都市閤の高速鉄道網計画 [25] fé応用された。 都

合によりこれら具体的計算結果は割愛せざるを得なかった。これら応用の機会を与えていただい

た日本国有鉄道建設局， 日本国有鉄道東京第一工事局および大阪市交通局に心から感謝する。
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